


 中期経営計画初年度の総括についてご説明します。
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 2024年度の業績は、グループ売上高・各段階利益とも対前期比で大幅に改善しまし
た。

 売上高は、土木事業・建築事業における豊富な手持ち工事の順調な進捗が寄与し
増収となり、営業利益は、単体建築事業において多額の工事損失引当金を計上し
た前期から回復し、大幅増益となりました。

 純利益は、M＆Aに伴う負ののれんの一括償却や、政策保有株式の縮減が想定を
上回って進捗したことが増益に貢献しています。

 また、M&Aにより2023年度から新規に連結した子会社の1年を通した業績寄与もあり、

大成建設グループ全体で、中期経営計画初年度の目標を上回る成果を出せたこと
は、良いスタートであったと感じております。

 一方、当社の課題である単体国内建築については、第4四半期において、複数の大

型工事において損失計上が生じたことにより、利益率・利益額共に目標を達成するこ
とができませんでした。

 2025年度のグループ業績については、2024年度の反動から、減収減益となる見通

しですが、建築事業における受注時採算の改善が順調に進んでいることから、減収
影響がありながらも、売上総利益は概ね24年度並みを維持できると見込んでおりま
す。
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 2024年度から2026年度の中期経営計画期間内において、成果を出すべき取組み
として掲げた3つの重点施策については、この1年間で着実な歩みを進めています。

 まず、グループ国内建築事業の立て直しに向けては、適切な消化体制の拡充と、高
騰を続ける建設物価の価格転嫁が課題となっていました。

 消化体制については、適正な工期確保を前提とした営業活動や、消化体制の拡充
への取り組みが、着実に成果をあげております。一方、足下では引き続き繁忙度が
高い状況が継続するため、更なる生産性の向上に努めてまいります。

 物価高騰の適切な価格転嫁については、時にはトップ交渉も辞さず、発注者と対話
を続けてきた結果、建築事業の受注時採算は大きく回復しており、単体国内建築事
業の利益率も着実に好転しています。

 2024年度は、優位性のある分野へ経営資源を投入したことにより、データセンター・

半導体関連・医薬品工場・再開発案件といった分野において、多数の大型案件の受
注に繋がりました。
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 次に、グループ海外事業の体制整備に向けた取り組みについてです。

 当社グループでは、海外事業で安定した収益獲得を継続することを目指し、2030年
度までを基盤整備期間と定めて、様々な施策に注力しています。

 2024年4月には、国際支店の「事業本部化」を行い、建設・開発一体となった営業活
動などの取り組みを開始しています。

 インドにおける現地法人の新設、海外現地法人への権限委譲など、将来に向けた体
制づくりを着実に推進しています。
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 最後に、人的資本の拡充についてです。

 2024年度は、人財獲得競争の激化や、社員ニーズの変化を踏まえ、人事制度を大
幅に見直しました。

 これらは2025年度より順次実施し、社員への浸透を図っていきます。
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 続きまして、投資計画の進捗状況です。

 総額3,500億円とする3ヵ年投資計画における2024年度の実績は、668億円と進捗
率は約19％となりましたが、この数値は開発事業における回収が前倒しされた影響
であり、これを除いたベースでは、進捗率は33％となり、計画通り順調に進捗してい
ます。

 主な投資内容は資料に記載の通りです。

 なおM&Aについては、2024年６月に平和不動産との資本業務提携を行いました。

 また、2023年度に当社グループに加わったピーエスコンストラクション・佐藤秀とは、

シナジーを生み出すべく、ＰＭＩ（統合プロセス）を進めており、すでに一定の成果が
出はじめています。

 今後も、投資計画とは別に枠を設け、積極的に推進してまいります。
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 財務政策および2024年度業績を踏まえた株主還元についてです。

 当社は、中期経営計画の業績目標実現と配当政策の遵守に対する強い意思を表明
することを目的として、次期より新しい配当政策として「下限付き配当性向30％」を導
入します。

 これは、当期純利益の公表予想値800億円に配当性向30％を乗じて算出される1株
当たり配当金150円を下限値として保証し、業績が予想を上回る場合には、配当性
向30％に基づいて配当予想を上方修正するものです。

 自己株式の取得については、財務政策に基づき従来と変わりなく機動的に実施しま
す。

 当社は、1株当たりの価値向上を目的として、発行済み株式総数の縮減を増配に優
先して進めており、過去10年間にわたり自己株式の取得・消却を継続しております。

 配当性向や配当利回りが他社に劣後していることは認識しており、発行済み株式総
数を概ね1.4億株まで縮減する見通しがたった段階において、配当性向の引き上げ
など、配当を重視した還元策を導入する予定です。
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 続いて、2024年度業績の実績、および2025年度業績予想についてです。

 基本的に連結の数値を用いて説明します。

 2024年度を「当期」、2025年度を「次期」と説明します。

 記載の数値は、2024年度より、過年度分を含めて四捨五入表記から切捨て表記に
変更しております。
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 当期実績と前期実績との比較において、受注高は、建築事業において、複数の大型
工事を受注したことから、大きく増加しました。

 なお、受注高以降、前期にM＆Aを実施したピーエス・コンストラクションと佐藤秀が期
首から連結決算に取り込まれているため、対前期の増加要因となっています。

 売上高は、土木事業は、国内の期首手持ち工事が増加しその工程が順調に進捗した
こと、建築事業は国内大型工事の施工が最盛期を迎えたことにより増収となりました。

 売上総利益については、建築事業において、前期に多額の工事損失引当金を計上し
たことからの反動を主因として、増益となりました。

 営業利益以下の項目については、負ののれん一括償却による営業外損益の好転、お
よび政策保有株式の縮減の進捗により投資有価証券売却益が増加したことに伴う特
別損益の好転により、増益となっております。

 次期業績については、受注高・売上高・各利益項目いずれも減少する見通しです。

 ただし、売上総利益については、減収影響はあるものの、単体建築事業における利益
率の改善が進むことから、概ね当期並みの水準を維持できる見通しです。
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 当期の受注高は、対前期4,751億円増加の2兆4,375億円となりました。

 土木事業は、子会社の寄与により、増加となりました。

 建築事業は、国内の民間大型工事を複数受注したことから、増加となりました。

 開発事業等は、子会社における収益物件の売却件数の増加により、増加しま
した。

 次期は、3,775億円減少の、2兆600億円となる見通しです。

 土木事業・建築事業ともに、前期における大型工事受注の反動により減少する
見通しです。

 開発事業は、販売用不動産の売却が当期へ前倒しになったことの反動から、
減少となる見通しです。
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 単体土木事業の主な受注工事は記載のとおりです
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 単体建築事業の主な受注工事は記載のとおりです。



 当期の売上高は、対前期3,892億円増収の2兆1,542億円となりました。

 土木事業は、期首手持ち工事高が増加し、工程が順調に進捗したことから増収
となりました。

 建築事業は国内大型案件が工程の最盛期を迎えたことから、増収となりました。

 開発事業は、子会社における収益物件の売却件数の増加により増収となりまし
た。

 次期は、対当期1,942億円減収の1兆9,600億円となる見通しです。

 土木事業は、当期に売上貢献の高い大型官庁工事があった反動、建築事業は、
当期に国内大型案件が工程の最盛期を迎えた反動により減収となる見通しです。

 開発事業は、概ね当期並みとなる見通しです。
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 当期の売上総利益は、対前期1,037億円増益の2,311億円となりました。

 土木事業は、増収影響および利益率の好転により、増益となりました。

 建築事業は、前期に国内大型案件において損失計上したことからの反動を主因とし
て、増収・受注時採算の改善・追加工事や物価スライド獲得により、増益となりました。

 開発事業は、概ね前期並みとなりました。

 次期は、概ね当期並みの、2,270億円となる見通しです。

 土木事業は、目標策定段階では手持工事に係る追加変更工事の獲得を全ては織り
込めないため減益となる見通しです。

 建築事業は、減収影響はあるものの、利益率の改善が進み、増益となる見通しです。

 開発事業は、子会社における施設管理業務の採算性低下により、減益となる見通し
です。
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 当期の完成工事利益率は、対前期4.2ポイント増加の8.5％となりました。

 土木事業は、追加変更工事の獲得等による利益率改善から、対前期0.9ポイン
ト上昇の20.7％となりました。

 建築事業は、前期に国内大型工事において損失計上したことからの反動を主
因として、対前期5.4ポイント上昇の4.4％となりました。

 なお、工事損失引当金の残高は、対前期▲63億円増加の▲1,023億円となりま

した。増加要因は、国内建築の手持工事のうち複数の大型案件において、物価
スライドに関する発注者との取り決めが未了であるため、期末断面において支出
が先行したことによるものです。

 次期は、土木事業は▲2.5ポイント低下の18.2％、建築事業は2.9ポイント上昇
の7.3％、建設事業全体では1.8ポイント上昇の10.3％となる見通しです。

 土木事業は、追加工事獲得など現段階では未確定の好転要素を全ては織り込
めないため低下します。

 建築事業では、受注時採算の好転、および低採算案件と好採算案件の入れ替
わりがさらに進むことから、利益率が改善します。
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 当期の販管費は、ベースアップ等による人件費の増加、および前期に連結した子
会社を期首より取り込んだ影響により、対前期100億円増加の1,109億円となりまし
た。

 次期は、人的資本投資に基づく人事制度改革の本格化による人件費の増加、およ
び投資計画に基づく研究開発費等の増加により、対当期150億円増加の1,260億
円となる見通しです。

16



 当期の営業利益は、販管費は増加したものの、売上総利益が増益となったこと
から、対前期936億円増益の1,201億円となりました。
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 次期の営業利益は、売上総利益が概ね当期並みとなる見通しではあるものの、
販管費が増加することから、対当期191億円減益の1,010億円となる見通しです。
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 当期の経常利益は、営業利益の増益に加え、平和不動産のM＆Aに伴う負ののれんの

一括償却により、持分法による投資利益が増加し、営業外損益が好転したことから、対
前期955億円増益の1,345億円となりました。
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 次期の経常利益は、営業利益が減益となることに加え、営業外損益が当期の持分法
による投資利益増加の反動により悪化することから、対当期295億円減益の1,050億
円となる見通しです。
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 当期の親会社株主に帰属する当期純利益は、投資有価証券売却益の増加により特
別損益が好転したことから、対前期835億円増益の1,238億円となりました。
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 次期の親会社株主に帰属する当期純利益は、営業利益・営業外損益・特別損
益が減益となる影響により、対当期438億円減益の800億円となる見通しです。

 なお、特別損益は、当期の投資有価証券売却益増加の反動等により、▲267億
円の悪化を見込んでいます。
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 当期末の連結総資産は1,548億円減少し、2兆4,288億円となりました。

 手元資金は1,340億円減少の3,007億円、有利子負債は608億円減少の3,155億
円となったことから、ネットキャッシュから、148 億円のネットデットに転じました。

 自己資本は前期から631億円減少して8,662億円となり、自己資本比率は▲0.3ポ
イント低下の35.7％となりました。

 ROEは、当期は13.8%となり、次期は9.5%となる見通しです。

 次期の配当は、「下限付き配当性向30％」基づき1株当たり150円を予定しており
ます。

 なお、自己株式の取得については、2024年11月に公表した1,500億円を上限とす
る取得を順調に進めており、3月末までに720億円を取得しました。

 取得期間は2025年11月7日としておりますので、引き続き滞りなく進めて参ります。
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 当期の営業活動によるキャッシュ・フローは、対前期で544億円減少の▲138億円の
支出超過となりました。

 投資活動を加えた当期のフリーキャッシュ・フローは、対前期で948億円増加し▲33
億円の支出超過となりました。

 設備投資は、前期における賃貸不動産取得の反動により888億円減少の328億円と
なりました。

 次期は、国内開発事業（本町4丁目PJ）への投資により、46億円増加の374億円とな
る見通しです。

 研究開発費は、中期経営計画における投資計画に基づき、DXや環境関連等の注
力分野への取り組みを継続しており、当期は対前期9億円増加の195億円となり、次
期も対当期24億円増加の219億円となる見通しです。
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 最後に、政策保有株式の縮減状況は記載の通りです。

 2025年3月末時点の政策保有株式の保有残高は2,650億円となり、連結純資産
に占める割合は29.4％となりました。

 2027年3月末までに連結純資産の20％未満を目指すとした、縮減計画の達成に
向け、引き続き取り組みを進めてまいります。


